
  

  

【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書 

    

【提出先】 関東財務局長 

    

【提出日】 平成22年4月28日 

    

【計算期間】 第13期 

  （自 平成21年8月1日 至 平成22年1月31日） 

    

【発行者名】 東急リアル・エステート投資法人 

    

【代表者の役職氏名】 執行役員  堀江 正博 

    

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区道玄坂一丁目12番1号 

    

【事務連絡者氏名】 東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメント株式会社 

常務執行役員ＩＲ部長  小井 陽介 

    

【連絡場所】 東京都渋谷区道玄坂一丁目12番1号 

    

【電話番号】 03-5428-5828 

    

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町2番1号） 

2010/04/26 16:01:0010647875_有価証券報告書_20100426155737



① 主要な経営指標等の推移 

  

第一部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【投資法人の概況】

（１）【主要な経営指標等の推移】

期別

第4期
自 平成17年

2月 1日
至 平成17年

7月31日
（181日） 

第5期
自 平成17年

8月 1日
至 平成18年

1月31日
（184日） 

第6期 
自 平成18年 

2月 1日 
至 平成18年 

7月31日 
（181日） 

第7期 
自 平成18年 

8月 1日 
至 平成19年 

1月31日 
（184日） 

第8期
自 平成19年

2月 1日
至 平成19年

7月31日
（181日） 

営業成績               

  損益計算書               
    営業収益   百万円  5,684  6,343  7,875  6,460  6,730

    営業利益   百万円  2,325  2,752  4,119  2,847  2,932

    経常利益   百万円  1,960  2,402  3,754  2,403  2,444

    当期純利益   百万円  1,959  2,401  3,753  2,402  2,443
  事業収支               

    不動産賃貸事業収益 (注3) 百万円  5,684  6,280  6,239  6,460  6,724

    不動産賃貸事業費用   百万円  2,777  2,936  2,911  2,867  2,920

    （うち減価償却費等） (注4) 百万円 (928) (982) (969) (946) (952)
    賃貸NOI (注5) 百万円  3,835  4,325  4,297  4,539  4,756

  資金収支               

    FFO (a)(注6)百万円  2,887  3,383  3,086  3,348  3,390

    資本的支出額 (b) 百万円  142  154  179  37  79

    AFFO 
(a)-(b)
(注7) 

百万円  2,744  3,228  2,907  3,311  3,310

財産等の状況               

  貸借対照表               

    総資産額 (c) 百万円  162,180  171,791  172,929  183,994  184,390

    （対前期比）   ％ (10.2) (5.9) (0.7) (6.4) (0.2)
    有利子負債額 (d)(注8)百万円  64,500  53,000  53,000  65,300  65,300

    純資産額 (e) 百万円  79,819  100,421  101,773  100,421  100,463

    （対前期比）   ％ (0.1) (25.8) (1.3) (△1.3) (0.0)

    出資総額   百万円  77,860  98,019  98,019  98,019  98,019
  ポートフォリオ               

    不動産等の取得価額 (注9) 百万円  148,060  157,860  159,620  171,736  171,736

    不動産等の貸借対照表計上額 (注9) 百万円  147,819  157,104  158,529  169,971  169,109

    不動産等の期末算定価額 (f)(注9)百万円  155,090  174,430  187,800  210,120  224,330
    期末物件数   件  17  17  17  19  19

    総賃貸可能面積 (注10) ㎡  175,776.97  179,211.29  214,330.82  222,653.08  222,637.60
    期末稼働率 (注11) ％  99.1  99.4  99.9  99.8  99.6
その他               

  分配               

    分配総額   百万円  1,959  2,401  3,753  2,402  2,443

    配当性向   ％  99.9  100.0  100.0  100.0  99.9

  1口当たり情報               
    発行済投資口数   口  142,000  169,380  169,380  169,380  169,380

    1口当たり純資産額   円  562,109  592,877  600,860  592,879  593,124

    1口当たり当期純利益 (注12) 円  13,798  14,200  22,162  14,182  14,427

    1口当たり分配金額   円  13,798  14,179  22,162  14,182  14,427
  経営指標               

    総資産経常利益率（年換算） (注13) ％  2.6  2.9  4.4  2.7  2.7

    自己資本利益率（年換算） (注14) ％  5.0  5.3  7.5  4.7  4.9

    自己資本比率 (e)／(c) ％  49.2  58.5  58.9  54.6  54.5
    （対前期増減）   (△4.9) (9.3) (0.4) (△4.3) (△0.1)

    期末総資産有利子負債比率 (d)／(c) ％  39.8  30.9  30.6  35.5  35.4

    期末算定価額有利子負債比率 (d)／(f) ％  41.6  30.4  28.2  31.1  29.1
    期中平均投資口価格 (注15) 円  726,082  766,520  902,435  958,306  1,241,537
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期別 

第9期
自 平成19年

8月 1日
至 平成20年

1月31日
（184日） 

第10期
自 平成20年

2月 1日
至 平成20年

7月31日
（182日） 

第11期 
自 平成20年 

8月 1日 
至 平成21年 

1月31日 
（184日） 

第12期 
自 平成21年 

2月 1日 
至 平成21年 

7月31日 
（181日） 

第13期
自 平成21年

8月 1日
至 平成22年

1月31日
（184日） 

営業成績              

  損益計算書              

    営業収益   百万円  6,831  7,336  7,643  7,479  25,359

    営業利益   百万円  3,152  3,489  3,594  3,475  14,374

    経常利益   百万円  2,603  2,805  2,759  2,627  13,457
    当期純利益   百万円  2,602  2,804  2,758  2,626  13,456

  事業収支              

    不動産賃貸事業収益 (注3) 百万円  6,831  7,332  7,643  7,478  7,100

    不動産賃貸事業費用   百万円  2,965  3,102  3,258  3,282  3,140
    （うち減価償却費等） (注4) 百万円 (956) (1,012) (1,082) (1,032) (1,019)

    賃貸NOI (注5) 百万円  4,822  5,243  5,467  5,229  4,978

  資金収支              

    FFO (a)(注6)百万円  3,558  3,814  3,840  3,658  3,396
    資本的支出額 (b) 百万円  125  252  242  205  125

    AFFO 
(a)-(b) 
(注7) 

百万円  3,433  3,562  3,598  3,452  3,271

財産等の状況              

  貸借対照表              

    総資産額 (c) 百万円  193,080  218,205  217,727  217,200  225,299
    （対前期比）   ％ (4.7) (13.0) (△0.2) (△0.2) (3.7)

    有利子負債額 (d)(注8)百万円  73,500  97,000  97,000  97,000  97,000

    純資産額 (e) 百万円  100,622  100,824  100,777  100,646  111,476

    （対前期比）   ％ (0.2) (0.2) (△0.0) (△0.1) (10.8)
    出資総額   百万円  98,019  98,019  98,019  98,019  98,019

  ポートフォリオ              

    不動産等の取得価額 (注9) 百万円  181,676  205,452  206,648  206,648  168,032

    不動産等の貸借対照表計上額 (注9) 百万円  178,335  201,527  201,896  201,068  160,901
    不動産等の期末算定価額 (f)(注9)百万円  242,920  268,680  242,400  219,580  171,080

    期末物件数   件  20  23  23  23  21

    総賃貸可能面積 (注10) ㎡  226,330.13  239,287.19  239,294.65  239,293.11  220,003.69
    期末稼働率 (注11) ％  99.9  99.4  98.6  98.6  96.9
その他              

  分配              

    分配総額   百万円  2,602  2,804  2,758  2,626  13,456

    配当性向   ％  100.0  100.0  100.0  100.0  100.0

  1口当たり情報              

    発行済投資口数   口  169,380  169,380  169,380  169,380  169,380

    1口当たり純資産額   円  594,061  595,257  594,981  594,202  658,143

    1口当たり当期純利益 (注12) 円  15,363  16,559  16,284  15,505  79,445
    1口当たり分配金額   円  15,364  16,560  16,284  15,505  79,446

  経営指標              

    総資産経常利益率（年換算） (注13) ％  2.7  2.7  2.5  2.4  12.1

    自己資本利益率（年換算） (注14) ％  5.1  5.6  5.4  5.3  25.2
    自己資本比率 (e)／(c) ％  52.1  46.2  46.3  46.3  49.5

    （対前期増減）   (△2.4) (△5.9) (0.1) (0.1) (3.1)

    期末総資産有利子負債比率 (d)／(c) ％  38.1  44.5  44.6  44.7  43.1

    期末算定価額有利子負債比率 (d)／(f) ％  30.3  36.1  40.0  44.2  56.7
    期中平均投資口価格 (注15) 円  1,000,664  835,903  603,570  496,772  478,579
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(注1) 営業収益等には、消費税等は含まれていません。 

(注2) 記載した数値は、以下、本書において特に記載のない限り、記載未満の数値はいずれも、金額は切捨て、比率は四捨五入に

より記載しています。 

(注3) 第5期の「不動産賃貸事業収益」には、工事負担金受入額63百万円は含んでいません。「不動産賃貸事業収益」には、資産受

入益（第8期5百万円、第10期3百万円、第12期1百万円）は含んでいません。 

(注4) 「減価償却費等」には固定資産除却損（第4期32百万円、第6期28百万円、第8期0百万円、第9期0百万円、第11期19百万円、

第13期0百万円）を含んでいます。 

(注5) 賃貸NOI（Net Operating Income）、計算：不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用＋減価償却費等 

(注6) FFO（Funds from Operation）、計算：当期純利益＋減価償却費等＋その他不動産関連償却＋不動産等売却損-不動産等売却

益-資産受入益 

なお、第4期乃至第13期はその他不動産関連償却が発生していません。 

(注7) AFFO（Adjusted Funds from Operation） 

(注8) 短期借入金＋1年内返済予定の長期借入金＋長期借入金＋投資法人債 

(注9) 不動産信託受益権については、総資産から当該不動産信託受益権の資産の一部である金銭等を差引いた実質不動産の保有に

相当する部分を記載しています。 

(注10) 「総賃貸可能面積」は、建物・施設及び土地における貸付けが可能な事務所、店舗、倉庫及び土地の契約書及び図面上の合

計面積（共用部分等を貸付けている場合には当該面積を含みます。）を記載しています。 

(注11) 「期末稼働率」は、期末の総賃貸可能面積に対して総賃貸面積が占める割合を記載しています。 

(注12) 「1口当たり当期純利益」は、当期純利益を日数加重平均投資口数（第4期142,000口、第5期169,131口、第6期169,380口、第7

期169,380口、第8期169,380口、第9期169,380口、第10期169,380口、第11期169,380口、第12期169,380口、第13期169,380口）

で除することにより算出しています。 

(注13) 経常利益／（期首総資産額＋期末総資産額）÷2×365÷運用日数 

(注14) 当期純利益／（期首純資産額＋期末純資産額）÷2×365÷運用日数 

(注15) 本投資法人の投資証券が上場する株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）不動産投資信託証券市

場における期中平均価格（終値）です。 

② 事業の概要及び第13期以降の資産運用の経過 

A. 当期の概況 

(イ) 投資法人の主な推移 

 東急リアル・エステート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、投資信託及び投資法人に関

する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。）（以下「投信法」といいます。）に基づ

き、平成15年6月20日に設立され、同年9月10日に、発行済投資口数98,000口で東京証券取引所不動産投資

信託証券市場に上場しました（銘柄コード8957）。 

 その後、第3期初の平成16年8月に投資口数44,000口（オーバーアロットメントによる2,000口を含みま

す。）の追加公募増資を、第5期初の平成17年8月に投資口数27,380口（オーバーアロットメントによる

680口を含みます。）の追加公募増資を行い、平成22年1月31日現在、発行済投資口数169,380口となって

います。本投資法人は、東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「本

資産運用会社」といいます。）に資産運用業務を委託し、投資主価値の最大化を究極の目的として成長

性、安定性及び透明性の確保を目指した資産運用を行いました。 

(ロ) 投資環境と運用実績 

 本投資法人は、投資主価値の最大化を究極の目的とし、成長性、安定性及び透明性の確保を目指した資

産運用を基本方針としています。かかる基本方針に沿って、本投資法人は、以下のような投資環境の下

で、資産運用を行いました。 

(i) 投資環境 

当期の国内景気は、個人消費や企業の業況判断等に持ち直しの動きが続いていましたが、自律性に乏し

く、失業率が高水準にある等、依然として厳しい状況にありました。首都圏経済についても、一部に持

ち直しの動きがみられたものの、海外経済、雇用情勢、設備投資の動向等への注視が必要な情勢でし

た。人口動態については、東京圏は平成21年に11万人超の転入があり、全国との格差は依然として拡大

しています。 

こうした状況を受けて、東京23区のオフィス賃貸マーケットにおける平成21年12月の平均募集賃料は半

年間で3.3%、一年間で6.9%下落しています。また、空室率は、半年間で1.6ポイント、一年間で3.2ポイ

ント上昇し6.5％となっています。平成21年夏頃には、景気の底打ちが確認され、需要減少につながるテ

ナントの動きは減少しましたが、平成21年後半には円高の進行や、景気の二番底への懸念等により、不

動産関連指標は下げ止まりを示していません。商業施設賃貸マーケットについては、消費マインドに改

善の兆しが見られるものの、雇用情勢の悪化や所得の減少から生活防衛意識や節約志向が一段と高ま
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り、従来不振であった高額商品等に加え、堅調であった食料品等の生活必需品における市場価格の低下

が顕著となる等、依然としてテナントを取り巻く厳しい環境が続いています。 

不動産投資市場は、資本市場の緩やかな回復に合わせ、J-REITの増資に伴う物件取得や、私募ファンド

による大型物件取得が散見され、不動産取引が徐々に回復へ向かう兆しが見え始めているものの、依然

として取引件数は少ない状況が続いています。 

平成21年3月を底に不動産融資にかかる金融機関の姿勢が緩和傾向にあり、投資期待利回りの上昇は、

全般的に緩やかになってきています。また、一部の優良物件の取引事例からは、不動産価格に回復の兆

しが見受けられます。 

(ii) 運用実績 

a. 物件取得、売却及び運用管理 

本投資法人は、このような環境のもと、厳格な投資基準を堅持し、「成長力のある地域における、競

争力のある物件への投資」を実行すべく運用を行いました。結果、当期においては、ポートフォリオ

の質の維持及び向上に資する物件がなく、取得に至るものはありませんでした。 

一方で、減損処理適用リスクを解消すべく、平成21年12月25日に菱進原宿ビルを84億円で譲渡（売却

損71億7千9百万円）しました。平成22年1月15日にりそな・マルハビルを420億円で譲渡（売却益182億

5千8百万円）し、物件の価値最大化を実現し、売却損と売却益を通算した110億7千9百万円を投資主の

皆様に還元しました。 

当期末時点の本投資法人が保有する21物件の取得価額合計は1,680億3千2百万円、総賃貸可能面積は

220,003.69㎡、期末算定価額の合計は1,710億8千万円となりました。この期末算定価額の合計は、前

期に引き続き帳簿価額の合計を上回っており、その差額である評価益は101億7千8百万円でした。な

お、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき、この評価益は財務諸表に反映させていま

せん。 

また、厳しい賃貸マーケットの状況が続く中、安定した資産運用により当期末時点において全21物件

の稼働率は96.9％を確保しました。あわせて、賃料水準の維持にも積極的に取り組み、当期末におけ

る既存物件ポートフォリオの平均賃料単価は第12期末と比較して1.93％の下落に留まりました。 

b. 利益相反対策 

 取引の公正・透明性を確保するため、本投資法人の自主ルールである利益相反対策ルールを厳守し所

定の手続を履践しました。 

なお、本投資法人の全保有物件に係るプロパティ・マネジメント業務を行う東急グループ各社（注）

への報酬について、その水準が東京証券取引所に上場している他の投資法人等が設定している水準の範

囲内にある旨の意見書を、株式会社都市未来総合研究所から取得しています。  

 （注）「東急グループ各社」とは、投信法及び投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成12年政令第480号。その後の

改正を含みます。以下「投信法施行令」といいます。）に定める利害関係人等に加えて、独自の基準に基づく「利害関

係者（本資産運用会社の株式を保有する会社が総株主の議決権の過半数を保有する会社（当該会社が総株主の議決権の

過半数を保有する会社を含みます。））」及び「法令上の利害関係人等及び利害関係者が過半を出資する特別目的事業

体（以下「SPC」といいます。）」をいいます（以下「グループ各社」ということもあります。）。 

(ハ) 資金調達の概要 

 安定性、機動性及び効率性を基本とした財務方針のもと、資金を調達しています。有利子負債の長期固

定金利化及び返済期限の分散化を図るとともに、手元流動性の拡充による財務信用力の確保を目的とし

て、取引銀行3行と総額120億円のコミットメントラインを設定しています。当期末時点の有利子負債残高

は970億円（投資法人債残高100億円、長期借入金残高800億円（1年内返済予定の長期借入金120億円を含

みます。）、短期借入金残高70億円）、当期における加重平均利率は1.72％（当期の支払利息の年換算額

を各有利子負債の平均残高の合計値で除して計算しています。）です。 

なお、本書の日付現在における本投資法人の格付けの状況は以下の通りです。  

  

格付機関  格付けの内容  

株式会社格付投資情報センター  

（R＆I）  

発行体格付：AA－  

格付の方向性：安定的  

スタンダード・アンド・プアーズ・レー

ティングズ・サービシズ（S＆P）  

長期会社格付け：A  アウトルック：安定的  

短期会社格付け：A－1 

ムーディーズ・インベスターズ・  

サービス・インク（Moody’s）  

発行体格付け：A2 

格付けの見通し：ネガティブ  

2010/04/26 16:01:0010647875_有価証券報告書_20100426155737

- 4 -



(ニ) 業績及び分配の概要 

 上記のような運用の結果、当期の実績として営業収益253億5千9百万円、営業利益143億7千4百万円とな

り、借入金にかかる支払利息等を控除した後の経常利益は134億5千7百万円、当期純利益は134億5千6百万

円を計上しました。 

 分配金については、租税特別措置法（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。以下「租税特別

措置法」といいます。）第67条の15の適用により、利益分配金が損金算入されることを企図して、投資口

1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、この結

果、投資口1口当たりの分配金は79,446円となりました。 

  

B. 今後の運用方針及び対処すべき課題 

(イ) 想定される将来動向 

景気の先行きについては、当面、厳しい雇用情勢が続くとみられるものの、海外経済の改善や緊急経済

対策の効果などを背景に、持ち直し傾向が続くことが期待されます。一方、雇用情勢の一層の悪化や海外

景気の下振れ懸念、デフレの影響など、景気を下押しするリスクも存在すると考えられます。輸出のウェ

イトの大きい首都圏の経済については、特に海外経済の動向に大きく影響を受けると考えられます。 

このような見通しのなか、不動産投資市場においては、先行き不透明感はあるものの不動産取得価格の

急激な下落傾向は落ち着きに向かっており、今後、取引が増加する可能性が考えられます。オフィス賃貸

マーケットにおいては、賃料水準の下方調整が行われることで、東京における空室率の上昇がピークアウ

トに向かう可能性も考えられます。商業施設賃貸マーケットにおいては、消費マインドに改善の兆しが見

られるものの、消費者が選別志向を強める中、競争優位性を有している業態や事業者の見極めと誘致がこ

れまで以上に重要になると考えられます。  

(ロ) 今後の運用方針及び対処すべき課題 

 本投資法人の投資方針は、本資産運用会社による本投資法人設立に向けて行った事業性調査を踏まえ、

「成長力のある地域における、競争力のある物件への投資」というスタンスに基づき定めました。具体的

には、投資対象地域は、今後も成長が期待される東京都心5区地域及び東急沿線地域を中心とした首都圏

に限定しています。また、個別物件の選定については、投資基準を厳しく設定しており、クオリティが高

く競争力のある物件をグループ各社及び不動産投資市場からバランスよく取得していきます。また、本投

資法人は、上場来のマーケットのワンサイクルで得た、菱進原宿ビルの反省を含む投資運用の経験を活か

し、不動産市況の好不況の波を的確に捉えるべく、長期投資運用戦略を策定しました。今後はこれに基づ

き、不動産価格安値圏での逆張り投資と築年数の進んだ物件を中心とした売却によって資産の入れ替えを

行い、不況期にも強いバランスシートと恒久的に競争力を有するポートフォリオの構築を目指します。 

 加えて、物件の管理運営の場面においてもグループ各社との協働（以下「コラボレーション」といいま

す。）により収益の安定性及び成長性を実現し、内部成長を図ります。そのために企業業績や消費の回復

を見据え、中長期的にテナント企業、来館者から選別される施設運営を目指します。具体的には、物件グ

レードに合致した適切かつ戦略的リニューアルや、中長期的視野に立ったリーシング活動の実施により、

賃料水準の維持・向上を図ります。また、管理費用及び追加設備投資についても適切なコスト・コントロ

ールを行っていきます。 

 更に、透明性を確保するため本資産運用会社においては、外部監視機能及び情報開示を充実させ、不動

産投資信託のファンド・マネージャーとして、グローバルスタンダードに適う運用を行っていきます。 

C．決算日後に生じた重要な事実 

 監査報告書の日付現在、該当事項はありません。 
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(参考情報)  

(イ) 平成22年3月15日付で以下の資産の取得について信託受益権売買契約を締結し、平成22年3月19日に引

  渡しを受けました。締結時点の資産の概要等は以下の通りです。 

(注1) 「所在地（地番）」、「地積」、「延床面積」、「構造・階数」及び「竣工年月」は、不動産の登記簿上の記載に基づ

いています。なお、登記簿上の記載は、当該不動産の現況とは一致しない場合があります。 
(注2) 不動産の表示に関する公正競争規約に基づき、道路距離80mにつき1分間を要するものとして算出した数値です。 
(注3) 「取得価格」は、当該信託受益権の取得に要する諸費用（売買媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（信託受益権

売買契約書に記載された信託受益権の譲渡金額）を記載しています。 

  

物件の名称 麹町スクエア 

所在地(注1) （地番）  東京都千代田区二番町3番9、3番3 

（住居表示）東京都千代田区二番町3番地 

最寄り駅からの 

所要時間(注2) 

東京メトロ 有楽町線「麹町」駅徒歩約1分 

東京メトロ 半蔵門線「半蔵門」駅徒歩約7分 

JR線 中央線・総武線「四ツ谷」駅徒歩約8分 

JR線 総武線、東京メトロ 有楽町線・南北線・都営新宿線「市ヶ谷」駅徒歩約8分 

東京メトロ 丸の内線・南北線「四ツ谷」駅徒歩約10分 

地積(注1) 1,269.24㎡ 

延床面積(注1) 6,803.47㎡ 

構造・階数(注1) 鉄骨・鉄筋コンクリート造陸屋根地下1階付7階建 

竣工年月(注1) 平成15年1月 

売主 ベルデ・インベストメント有限会社 

所有形態 （土地）所有権 （建物）所有権 

主要テナント 独立行政法人科学技術振興機構、財団法人建設業技術者センター、物産ロジスティク

スソリューションズ株式会社 

特定資産の種類 国内不動産を主な信託財産とする信託受益権 

取得価格(注3) 9,030百万円 

取得の理由 本物件は、本投資法人の規約に定める「資産運用の対象及び方針」に適合したオフィ

スビルであり、本投資法人のポートフォリオの充実を図るために取得を決定しまし

た。 
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(ロ) 平成22年3月25日付で以下の資産の取得について不動産売買契約を締結し、平成22年3月26日に引渡し

  を受けました。締結時点の資産の概要等は以下の通りです。  

(注1) 「所在地（地番）」、「地積」、「延床面積」、「構造・階数」及び「竣工年月」は、不動産の登記簿上の記載に基づ

いています。なお、登記簿上の記載は、当該不動産の現況とは一致しない場合があります。 
(注2) 不動産の表示に関する公正競争規約に基づき、道路距離80mにつき1分間を要するものとして算出した数値です。 
(注3) 「取得価格」は、当該不動産の取得に要する諸費用（売買媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（不動産売買契約

書に記載された不動産の譲渡金額）を記載しています。 

物件の名称 オリックス新宿ビル 

所在地(注1) （地番）  東京都新宿区新宿四丁目2番3ほか 

（住居表示）東京都新宿区新宿四丁目3番25号 

最寄り駅からの 

所要時間(注2) 

東京メトロ 丸の内線・副都心線、都営新宿線「新宿三丁目」駅徒歩約1分 

JR線「新宿」駅徒歩約4分 

東京メトロ 丸の内線・都営新宿線・大江戸線、京王線「新宿」駅徒歩約6分 

小田急線「新宿」駅徒歩約7分  

地積(注1) 1,113.87㎡ 

延床面積(注1) 8,720.09㎡ 

構造・階数(注1) 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根10階建 

竣工年月(注1) 平成15年5月 

売主 オリックス不動産投資法人 

所有形態 （土地）所有権 （建物）所有権 

主要テナント オリックス株式会社、大同生命保険株式会社、株式会社JTB首都圏 

特定資産の種類 国内不動産 

取得価格(注3) 9,000百万円 

取得の理由 本物件は、本投資法人の規約に定める「資産運用の対象及び方針」に適合したオフィ

スビルであり、本投資法人のポートフォリオの充実を図るために取得を決定しまし

た。 
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a. 投資法人の目的及び基本的性格 

 本投資法人は、投資主価値の最大化を究極の目的とし、成長性、安定性及び透明性の確保を目指して資産運用

を行います。 

(イ) 成長性 

 成長性は、中長期的な観点での資産価値の向上及び一投資口当たり利益の成長を内部成長及び外部成長の

観点から達成することにより確保します。 

① 内部成長要因 

● 資産運用の最適化 

 本投資法人は、内部成長を達成するため、本資産運用会社に中長期的な観点からのポートフォリオ価

値の最大化を目指した運用を委託します。 

● 投資対象の所在地域及び用途の特性に基づく成長 

 本投資法人の投資対象は、主として東京都心5区地域（千代田区、中央区、港区、新宿区及び渋谷区

の都心5区並びにこれに準ずる商業用不動産集積地をいいます。）及び東急沿線地域に立地するオフィ

スビル及び商業施設とします。ただし、首都圏以外には投資しません。 

② 外部成長要因 

● 積極的な物件取得 

 本投資法人は、主たる投資対象である東京都心5区地域及び東急沿線地域に立地するオフィスビル及

び商業施設に関して、本資産運用会社の独自の情報収集能力と物件精査能力によって、合理的な価格水

準で積極的に物件を取得するものとします。取得に当たっては、長期保有を前提とし、ポートフォリオ

の質の維持及び向上を図るべく物件精査に基づく個々の不動産の選別を行うと同時に、資産価値の向上

及び一投資口当たり利益の成長に結びつくポートフォリオ構築を目指します。 

● グループ各社からの物件取得 

 本投資法人は、グループ各社の保有物件に関して、安定的かつ継続的な物件の取得機会を確保するも

のとします。このため、東京急行電鉄株式会社（以下「東急電鉄」といいます。）、東急不動産株式会

社（以下「東急不動産」といいます。）、本投資法人及び本資産運用会社の間で「保有不動産資産の売

買等に関する覚書」を締結しています。同覚書の内容については、後記「2 投資方針 (1) 投資方針 

b. 投資態度 (ヘ) 保有不動産資産の売買等に関する覚書の概要」をご参照下さい。 

(ロ) 安定性 

 安定性の確保とは、主に以下の点による安定的な収益及び配当（分配金）の確保をいいます。 

● 投資対象の所在地域及び物件のリスク・リターン特性 

 本投資法人は、投資対象の所在地域を相対的にリスクが小さいと考えられる地域に限定した上で、賃貸

収入及び稼働率の変動が相対的に小さく安定的な収益性を見込むことができる物件を投資対象とすること

により、安定的な運用を目指します。本投資法人は、高い値上り益を獲得できる可能性があっても、収益

性の変動が相対的に大きい物件を、原則として投資対象としません。 

● 開発リスクの回避 

 本投資法人は、原則として竣工前の未稼働物件への投資を行いません。開発事業及び開発事業者として

開発リスクを負担するのは、グループ各社その他の第三者とし、本投資法人は、開発リスクの負担を回避

した上で物件取得の機会を確保することを企図しています。 

(ハ) 透明性 

 透明性を確保するため、本投資法人は、法定開示以外に投資主にとって有用かつ適切と判断される重要情

報を、積極的かつタイムリーに開示するものとします。また、投資活動全般を通じて、グループ各社に事業

及び取引機会をもたらすことがあることに留意しつつ、個々の事業及び取引において、以下の諸点を通じ

て、グループ各社との利益相反回避に十分配慮するものとします。 

● 市場価格取引の徹底 

● 情報開示の充実 

● 独立した運用体制・コーポレートガバナンス体制の確保 

 具体的には、本投資法人は、自主ルールとして利益相反対策ルールを策定及び随時改訂し、開示し、かつ

これを遵守します。更に、本投資法人は、かかるルールの妥当性及びグループ会社との取引に関し、本資産

運用会社における外部者によるチェック及び本投資法人の役員会による事前承認という複階層チェックを経

ることにより、その実効性を確実なものとします（後記「第二部 投資法人の詳細情報 第3 管理及び運営

2 利害関係人との取引制限 B. 本投資法人の自主ルール（利益相反対策ルール）」をご参照下さい。）。 

  

（２）【投資法人の目的及び基本的性格】
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b. 投資法人の特色 

 本投資法人は、投信法に基づき、資産を主として特定資産に対する投資として運用することを目的とします。

本投資法人は、投資主の請求による投資口の払戻しが認められないクローズド・エンド型です。本投資法人の資

産運用は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）（以下「金商法」といいま

す。）上の金融商品取引業者（本書の日付現在、本資産運用会社）にすべて委託してこれを行います。 

(注1) 投資法人に関する法的枠組みは、大要以下の通りです。 

投資法人は、金融商品取引業者等の一定の資格を有する設立企画人により設立されます。投資法人を設立するには、設立企

画人が規約を作成しなければなりません。規約とは、株式会社における定款に相当するものであり、投資法人の商号、発行

可能投資口総口数、資産運用の対象及び方針、金銭の分配の方針等を規定する投資法人の根本規則です。投資法人は、かか

る規約に沿って運営されます。なお、規約は、投資法人の成立後には、投資主総会の特別決議により変更することができま

す。 

投資法人は、投資口を発行して、投資家より出資を受けます。投資口を有する者を投資主といい、投資主は、投資主総会を

通じて、投資法人の意思決定に参画できる他、投資法人に対して一定の権利を行使することができますが、かかる権利は株

式会社における株主の権利と必ずしも同一ではありません。投資主の権利については、後記「第二部 投資法人の詳細情報 

第3 管理及び運営 3 投資主・投資法人債権者の権利」をご参照下さい。 

投資法人にはその機関として、投資主総会、執行役員、監督役員、役員会及び会計監査人が設置されます。執行役員は、投

資法人の業務を執行し、投資法人を代表します。監督役員は、執行役員の職務の執行を監督します。執行役員と監督役員

は、役員会を構成し、かかる役員会は、執行役員の一定の重要な職務の執行に対する承認、計算書類等（金銭の分配に係る

計算書を含みます。）の承認等、投資法人の業務の執行に係る重要な意思決定を行います。更に、会計監査人は、投資法人

の会計監査を行います。これらの執行役員、監督役員及び会計監査人はいずれも投資主総会において選任されます。投資主

総会、執行役員、監督役員、役員会及び会計監査人については、後記「(4) 投資法人の機構 a. 投資法人の統治に関する事

項」をご参照下さい。 

投資法人は、規約に定める額を限度として、借入れを行うことができる他、投資主の請求により投資口の払戻しをしない旨

を規約に定めたクローズド・エンド型の投資法人の場合には、規約に定める額を限度として、投資法人債を引き受ける者を

募集することもできます。 

投資法人は、投資口及び投資法人債の発行による手取金並びに借入金を、規約に定める資産運用の対象及び方針に従い運用

します。なお、投資法人がこのような資産の運用を行うためには、内閣総理大臣の登録を受ける必要があります（以下、こ

の登録を受けた投資法人を「登録投資法人」といいます。）。本投資法人の資産運用の対象及び方針については、後記

「2 投資方針 (1) 投資方針及び(2) 投資対象」をご参照下さい。 

投資法人は、投資主に対して、規約で定めた金銭の分配の方針に従って、金銭の分配を行います。本投資法人の投資主に対

する分配方針については、後記「2 投資方針 (3) 分配方針」をご参照下さい。 

登録投資法人は、投信法上の資産運用会社（内閣総理大臣の登録を受けた金融商品取引業を行う金融商品取引業者（投資運

用業を行うものに限り、信託会社を除きます。））にその資産の運用に係る業務を委託しなければなりません。また、登録

投資法人は、信託銀行等の一定の資格を有する資産保管会社にその資産の保管に係る業務を委託しなければなりません。更

に、投資法人は、一般事務受託者に発行する投資口及び投資法人債を引き受ける者の募集に関する事務並びに投資主名簿等

に関する事務その他の事務を委託しなければなりません。本投資法人の資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者に

ついては、後記「(3) 投資法人の仕組み」及び後記「第二部 投資法人の詳細情報 第4 関係法人の状況」をご参照下さい。

(注2) 本投資法人の投資口は、振替投資口（社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。その後の改正を含みま

す。）（以下「振替法」といいます。）第226条第１項に定める意味を有します。以下同じです。また、振替投資口である本

投資法人の投資口を、以下「本振替投資口」といいます。）です。本振替投資口については、本投資法人は投資証券を発行

することができず、権利の帰属は振替口座簿の記載又は記録により定まります（振替法第226条第１項、第227条第１項）。

なお、以下、本投資法人が発行する投資証券を「本投資証券」ということとしますが、同時に本投資証券には、別途明記す

る場合を除き、本振替投資口を含むものとします。 

また、本投資法人が発行する投資法人債は、振替投資法人債（振替法第116条に定める意味を有します。以下同じです。ま

た、振替投資法人債である本投資法人の投資法人債を、以下「本振替投資法人債」といいます。）です。なお、以下では、

別途明記する場合を除き、本投資法人が発行する投資法人債券（以下「本投資法人債券」といいます。）についての記載

は、本振替投資法人債を含むものとします。 
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a. 本投資法人の仕組図 

  

  

(注) プロパティ・マネジメント契約は、物件毎に個別に締結され、信託受益権の場合、本投資法人、本資産運用会社、不動産信 

託受託者、プロパティ・マネジメント会社の四者契約に、不動産に直接投資する物件の場合、不動産信託受託者を除く三者契

約になります。 

  

（３）【投資法人の仕組み】
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